





























































































⑥病床利用率（一般病床），⑦患者 ₁ 人 ₁ 日当たり診療収入（外来），⑧患





















　 ２ - １ ．甲府病院（甲府市）の経営状況
表 １ 　甲府病院（甲府市）の経営状況一覧


















































































































































































































































































































　 ２ - ５ ．国保市立病院（韮崎市）の経営状況
表 ５ 　国保市立病院（韮崎市）の経営状況一覧


































































　 ２ - ６ ．塩川病院（北杜市）の経営状況
表 ６ 　塩川病院（北杜市）の経営状況一覧




















































































　 ２ - ７ ．甲陽病院（北杜市）の経営状況
表 ７ 　甲陽病院（北杜市）の経営状況一覧













































































































































































































































































































































　 ３ - ２ ．医業収支比率分析
表11　医業収支比率の相互比較　　　　　　（単位 : ％）





































































表12　他会計繰入金対経常収益比率の相互比較　　   （単位 : ％）




























































　 ３ - ４ ．他会計繰入金対医業収益比率分析
表13　他会計繰入金対医業収益比率の相互比較　　   （単位 : ％）





























































































表14　病床利用率の相互比較　　　　　　   （単位 : ％）
















































　 ３ - ６ ．職員給与費対医業収益比率分析
 　　表15　職員給与費対医業収益比率の相互比較　　　（単位 : ％）


































































































　 ₄ - ₁ - ₁ ．甲府病院（甲府市）
　甲府市が設置する甲府病院の場合，経常収支比率が「下位 ₂位」，そ







































　 ₄ - ₁ - ₃ ．市立病院（都留市）
　都留市が設置する市立病院の場合，経常収支比率が「下位 ₄位」，そ


















　 ₄ - ₁ - ₄ ．中央病院（大月市）
　大月市が設置する中央病院の場合，経常収支比率が「下位 ₁位」，そ

















　 ₄ - ₁ - ₅ ．国保市立病院（韮崎市）
　韮崎市が設置する国保市立病院の場合，経常収支比率が「上位 ₂位」，

















　 ₄ - ₁ - ₆ ．塩川病院（北杜市）
　北杜市の設置する塩川病院の場合，経常収支比率が「上位 ₁位」，そ

















































　 ₄ - ₁ - ₈ ．市川三郷町立病院（市川三郷町）
　市川三郷町が設置する市川三郷町立病院の場合，経常収支比率が「下











































　 ₄ - ₁ - ₉ ．飯富病院（身延町・早川町）
　身延町及び富士川町の設置する飯富病院の場合，経常収支比率が「上




































































































































































































































前掲書， ₁ページを参照。財務省ホームページアクセス時 : 2015年10月30日。
（ ₃）　平成27年度一般会計予算（当初）において，「公債金収入」は36兆8630億円
に上っており，歳入総額に占める割合が38.3％となっている。この点については，




























































































（17）　甲府市の人口数は平成26年 ₁ 月 ₁ 日現在の住民基本台帳人口に基づくもので
ある。以下の富士吉田市，都留市，大月市，韮崎市，北杜市，市川三郷町，身












































（25）　北杜市「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン（概要版）」の ₇「今後の病院の取
組むべき考え方」においては，「民間の中核病院が存在しない当市の実状から，



















いについて（通知）」平成27年 ₄ 月10日， ₅ ～ ₇ ページを参照。
















































り扱いについて（通知）」平成27年 ₄ 月10日， ₁ ～ ₄ページを参照のこと。
　　　　また，「新公立病院改革ガイドライン」では，都道府県の役割・責任の強化
が示されている。特に，「地域医療構想の策定等を通じた取組」においては，
地域の医療提供体制の確保について，これまで以上に都道府県が責任を有する
ことになるとしている。具体的には，都道府県が策定する地域医療構想の取組
のなかで，管内の自治体病院の役割や再編・ネットワーク化のあり方が決まっ
てくるケースを想定し，都道府県は市町村担当部局と医療担当部局が連携し，
適切に助言すべきであるとしている。さらに，再編・ネットワーク化の取組に
ついて，複数の市町村が関係する再編，公的病院，民間病院等との再編も考え
られるとし，市町村等が再編・ネットワーク化に係る計画を策定する際には都
道府県も積極的に参画すべきとしている。この点については，前掲新改革ガイ
ドライン，11ページを参照。
（39）　「予防から診療そして療養までの一貫したシステム」を構築する考えは，「新
公立病院改革ガイドライン」に示された「地域医療構想を踏まえた役割の明確
化」における「地域包括ケアシステムの構築」と一致するものといえる。もっ
とも，これより先にこうした地域医療のあり方を実践している事例がある。こ
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の点については，鎌田實「住民とともにつくる医療」宇沢弘文・鴨下重彦編『社
会的共通資本としての医療』東京大学出版会，2010年，55～73ページにおいて
論じられている。
（40）　先にみた「公立病院の再編・ネットワーク化に関する財政措置」は，当然，
再編・ネットワーク化を前提とするものであるが，その一方で，設置自治体か
らの「繰入金」のあり方についても「一般会計負担の考え方」において提示さ
れている。すなわち，「新公立病院改革ガイドライン」においては，「新改革プ
ランの前提として，当該公立病院が地域医療の確保のため果たすべき役割を明
らかにした上で，これに対応して一般会計が負担すべき経費の範囲についての
考え方及び一般会計等負担金の算定基準（操出基準）を記載する」と記されて
いる。それゆえに，不採算地域の自治体病院が，経営の「効率性」や「収益性」
の視点のみで経営改革を推し進めなければならない事態を少しでも回避させる
こと，したがって，地域住民に向けた「地域医療の機会均等の保障」を実現す
るための財政措置が必要と考える。また，将来的に地域住民の理解が得られれ
ば，自治体病院を地域住民で財政的に支える税負担等のあり方も議論していく
ことが重要になると考える。なお，「一般会計負担の考え方」について詳しくは，
前掲新改革ガイドライン， ₅ ページを参照のこと。
（41）　地域住民に「予防から診療そして療養までの一貫したシステム」を提供する
ことによって地域住民の「命と健康」を守ること，すなわち，「地域医療の機
会均等の保障」を実現することは，民間部門の医療機関が立地しない「不採算
地域」等においては特に重要となってくる。社会保障政策を論ずる際には，そ
の根拠として憲法第25条の生存権保障が一般化している。その上で，本論文に
おいては，憲法第25条を基礎づけし，その上で憲法第13条及び第14条に基づく
「地域医療の機会均等の保障」を実現しようとする自治体病院の機能と役割は
極めて重要であると位置づける。こうした憲法規定に基づく社会保障政策のあ
り方については，菊池馨実『社会保障法制の将来構想』有斐閣，2010年の内容
に基づいている。とりわけ第 ₁ 章「社会保障法制の将来構想」の内容は示唆に
富む。詳しくは，菊池馨実「社会保障法制の将来構想」『社会保障法制の将来
構想』有斐閣，2010年， ₁ ～51ページを参照のこと。
